
000-000-0000
○○○ 様

★事務所だより４月号★・・・渡邉秀幸税理士・社会保険労務士事務所

2024年04月02日

いつもお世話になっております。

花便りが各地から聞こえてくる季節となりました。

新しい生活が実り多きものになりますようお祈りいたしております。

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。
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2024年4月の税務

4月10日

●3月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付

4月15日

●給与支払報告に係る給与所得者異動届出

4月30日

●公共法人等の道府県民税及び市町村民税均等割の申告

●2月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・（法人

事業所税）・法人住民税＞

●2月、5月、8月、11月決算法人の3月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・

地方消費税＞

●法人・個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地方消費税

＞

●8月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住

民税＞（半期分）

●消費税の年税額が400万円超の5月、8月、11月決算法人の3月ごとの中間申告＜

消費税・地方消費税＞

●消費税の年税額が4,800万円超の1月、2月決算法人を除く法人の1月ごとの中間

申告（12月決算法人は2ヶ月分）＜消費税・地方消費税＞



○軽自動車税(種別割)の納付（4月中において市町村の条例で定める日）

○固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付（4月中において市町村の条例で定

める日）

○固定資産課税台帳の縦覧期間（4月1日から20日又は最初の固定資産税の納期限

のいずれか遅い日以後の日までの期間）

○固定資産課税台帳への登録価格の審査の申出（市町村が固定資産の価格を登録

したことを公示した日から納税通知書の交付を受けた日後3月を経過する日まで

の期間等）

会社法にない執行役員制度の給与と退職金の取扱い

◆執行役員制度の役割と法制度との関係

　最近は、中小企業においても、執行役員制度の導入を検討する事例が増えてい

ます。執行役員制度では、取締役会が経営の意思決定権及び業務執行に関する監

督権を有し、代表取締役が業務執行を行い、執行役員が代表取締役を補佐し、一

定の職務権限を与えられ、その範囲内で業務の執行を行います。

　執行役員は会社法上の機関ではないので、選任期間については、株主総会では

なく、通常は取締役会となっています。一般的には(1)取締役兼務型、(2)委任契

約型、(3)雇用契約型などにより、会社との契約関係を成立させ、運営されてい

ますが、(3)雇用契約型が多そうです。

◆法人税法上の役員と執行役員

　法人税法上の役員に対する報酬では、過大役員報酬部分や役員賞与について損

金不算入の制約を受けます。そこで、執行役員が法人税法上の役員に該当するか

どうかが検討課題になります。法人税法では、役員の範囲を明確にしており、次

に掲げる者を役員として定義しています。

(1)取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事、清算人

(2)その会社の経営に従事している者のうち使用人身分以外の者

　執行役員は法的制限なく任意に設置できる役職であるため、会社法上の取締役

等には該当しません。したがって、役員という名称であっても、(1)の役員の範

囲には含まれません。また(2)は、いわゆる法人税法上のみなし役員ですが、み

なし役員に該当しない執行役員は、業務執行の意思決定権を持たず、代表取締役

の指揮・監督の下で業務執行を担当しているに過ぎませんので、報酬については

使用人と同様の取扱いとなります。

◆就任での打切支給

　なお、このような身分的取扱いの対象となる執行役員に就任した者に対して、

その就任前の勤続期間に係る退職手当等として打切支給する一時金は、原則とし

て、給与所得（賞与）として取り扱われます。要注意です。

　執行役員と会社との契約関係が雇用契約の場合、執行役員就任後も契約関係に

は変動がなく、労働法上の労働者に該当することに変わりはなく、労働者として

の保護を受けることから、雇用関係に重大な変動があったとは認められないため

です。



相続登記の義務化　認知度が低迷

　４月に相続登記が義務化されることについて、小泉龍司法務大臣は２月中旬、

「国民に十分に幅広く認知されていない」と述べ、周知が進んでいない現状への

危機感を示しました。今後、よりターゲットを絞り込んだPRなどに取り組み、認

知度向上に努めるそうです。

　所有者が分からないまま放置されている土地問題を解決するため、今年４月に

スタートするのが相続登記の義務化制度。相続による土地の取得を知ってから３

年以内の登記申請を義務付け、正当な理由なく怠ったときには10万円以下の過料

を科します。それでも10年間届出がなければ法定割合で分割したとみなし、それ

ぞれの所有者に固定資産税や管理義務を課します。また４月以降に発生する相続

だけでなく、これまでに発生した相続や住所変更も対象に含まれ、現時点で登記

が行われていない全ての土地で登記が義務化されます。

　同制度に関する国の認知度調査では、「（相続登記が義務化されることを）詳

しく知っている」と「大体知っている」の合計が23年度は32％（22年度33％）に

とどまりました。

　こうした状況を受けて小泉大臣は、「（周知が進まないと）本来の意味でのこ

の制度の趣旨が生かされない」とした上で、「50代から60代をターゲットにした

、相続あるいは遺産、資産形成、そういったものに関心を持つ世代をターゲット

にする方法を、プロフェッショナルの知恵も借りて何とか編み出していきたい」

と、より対象を絞り込んだPRに取り組んでいく方針を示しました。

＜情報提供：エヌピー通信社＞

《コラム》国税庁からのお知らせ　令和7年1月から控えは印なしに

◆申告書等の控えに収受日付印を押さない

　国税庁は令和6年1月4日に、令和7年1月以降は申告書等の控えに収受日付印の

押捺を行わないこととする、と発表しました。対象となる「申告書等」とは、国

税に関する法律に基づく申告、申請、請求、届出その他の書類の他、国税庁・国

税局・税務署に提出される全ての文書とのことです。

　令和7年1月からの書面申告等における申告書等の送付時には、申告書等の正本

（提出用）のみを提出してください、とWeb上でお願いしています。また、必要

に応じて自身で控えを作成、提出年月日の記録・管理をするようにも呼びかけて

います。

◆申告書等の提出事実を証明する方法

　例えば個人が融資を受ける、奨学金の申請を行う、保育園の手続きする、等の

際に確定申告書の控えを要求されることがあります。ただ、この控えについては

「収受印があること」が控えたりうる要件であり、収受印がない控えについては



、個人の収入等が証明できないため、各種手続きに利用できない可能性が大です

。

　オンラインサービスを利用せず、紙媒体で効力のある収入証明を手に入れる場

合には、税務署に対して「保有個人情報の開示請求」を行うか、「納税証明書の

交付請求」を行う必要があります。

　個人情報の開示請求は手数料300円、納税証明書は税目ごと1年度1枚につき400

円です。

◆オンラインなら無料

　e-Taxを利用した申告であれば、申告等データの送信が完了した後に、税務署

からの受信通知がメッセージボックスに格納されます。ここから申告書等のPDF

ファイルを無料でダウンロードすることができ、こちらには受付日時等が記載さ

れますから、旧来の控えの役割を果たすものが欲しい人はe-Taxを活用しなさい

ね、という風に聞こえます。

　国税庁は税務行政のデジタル・トランスフォーメーション（DX）を進めている

としていて、その一環の措置とのことなのですが、便利な機能が増えて利便性が

向上する方が多い一方、インターネット等のサービスを上手く使えない方にとっ

ては不便になることは確かです。また、不便ならまだしも「手続き等ができない

人」が出てきてしまわないか、少し心配になります。
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